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１．目的  

 トンネル覆工コンクリートにおける内巻き補強における計算手法については，覆工に発生するひび割れやそ

の変形挙動を適切に評価し，耐荷力を算定する必要がある．このようなひび割れ発生を考慮した簡易的な計算

手法として，フレーム解析を用いた計算手法が提案されている．この手法では，通常の設計で用いられている

線形フレームを用いるため，汎用性が高いと考えられる．提案された計算手法では，部材の最大耐力や最大耐

力後の変形挙動を事前に算定する必要があり，その算定には内巻き補強材料の強度特性を考慮する必要がある．

筆者らは，短繊維と連続繊維メッシュを併用した繊維補強モルタルによる新しい内巻き補強工法を提案してお

り，その耐荷力をトンネル覆工載荷試験で確認している1)．そこで，強度特性を改善した繊維補強モルタルに

よる内巻き補強の耐荷力を評価するために，提案された計算手法により算定することとした． 
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 ひび割れの発生・進展を考慮したフレーム解析については，鉄道

総研から設計マニュアル2)として提案されており，図―１に示すよ

うな手順で耐荷力を算定している．その算定手法によると，断面力

が部材の断面耐力に達すると急激にひび割れ幅が増加することに着

目し，断面耐力をひび割れ判定の指標としている.フレーム解析では，

徐々に荷重を増加させ,算定された断面力が部材の断面耐力に達し

た時点で，その部分の曲げ剛性は失われるものとして計算を継続し，

部材の圧縮ひずみが補強材の圧縮限界ひずみに達するか,トンネル

覆工全体が不安定となった時点を最終状態とする.したがって，提案

されているフレーム解析では，補強部材の断面耐力および断面耐力

以降の変形挙動を設定することが必要である．断面耐力および断面

耐力以降の変形性能は,補強部材の圧縮－ひずみ曲線および引張破

壊特性の影響を受ける.本研究では,高強度で変形性能に優れた繊維

補強モルタルを内巻き補強した耐荷力を算定することを目的とし

ていることから,繊維補強モルタルの強度特性を考慮した断面耐力

および部材の変形性能を算定する必要がある.そこで,繊維補強モ

ルタルの圧縮破壊特性については,圧縮試験結果からピーク強度以

降の変形挙動を図－２のように仮定した.圧縮強度に達するまでは，

繊維補強モルタルの圧縮特性は普通コンクリートと変わらないが，

圧縮強度以降の特性は大きく異なっている．ひずみの増加に伴って

圧縮応力は図－２のように漸減し，最終的には 15000μに達すると

圧縮応力の伝達が全くなくなるものとした.普通コンクリートは，

圧縮強度に達した後は，圧縮限界ひずみ（3500μ）まで圧縮強度が保持される． 

図―１ 計算手順 
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図―２ 圧縮応力―ひずみ曲線 

繊維補強モルタルの引張特性については,直接引張試験および曲げ試験結果から図－３に示す引張応力－ 
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ひずみ曲線を使用するものとした.鉄道総研から提案された手法

に基づいて部材の断面耐力を算定した結果を図－４に示す.本研

究では,短繊維補強モルタルと連続繊維メッシュを組み合わせて

内巻き補強工とすることから,短繊維補強モルタルのみと連続繊

維メッシュと組み合わせた場合の断面耐力を算定した.連続繊維

メッシュを組み合わせることで，軸力が低い領域での曲げ耐力が

増加している.なお，断面耐力の算定方法の妥当性については，曲

げ試験3)により確認している.また，断面耐力後の変形特性につい

ても同様の手法により,曲げモーメント(M)と部材の変形角（φ）

との関係を算定した．図－５に計算結果を示す.短繊維補強コンク

リートの圧縮限界ひずみが 15000μと大きいため，短繊維補強モ

ルタルの変形角(φ)は圧縮限界ひずみを3500μとした普通コンク

リートの場合より大きくなっている. 
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 図―３ 引張応力―ひずみ曲線 
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メッシュあり３．実物大試験結果と計算結果の比較 

内巻き補強した耐荷力の妥当性を確認するために，前述した繊

維補強モルタルの強度特性を考慮して算出した断面耐力および変

形性能を用いてフレーム解析した計算結果と実物大の載荷試験結

果1)と比較した．試験では，既設覆工に相当する普通コンクリート

で作製された試験体に載荷して，ひび割れなどの損傷を発生させ

た後，内面側に繊維補強モルタルと連続繊維メッシュにより補強

を行い，再度載荷を行った．この繊維補強モルタルの耐荷力を算

定するために，既設覆工に相当する部材と内巻き補強部分で構成

された二重梁として部材をモデル化した．なお，既設覆工に相当

する部材と内巻き補強部材との間は，圧縮力のみしか伝達しない

ものとして計算を行った．既設覆工の部材にはひび割れが発生し

ていることから，断面耐力算定では引張強度はないものとしてい

る．図－６に試験結果と計算結果を示す．計算では荷重が試験結

果ほど上昇しなかったが，終局時は，覆工部分で破壊して計算が

終了しており，試験結果と同様の傾向を示した． 

 図―４ M―N 線図 
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 図―５ M－φ線図 

 図―６ 荷重－変位曲線 

４．まとめ 
 今回，繊維補強モルタルの強度特性から断面耐力や変形挙動を

算出し，ひび割れ進展を考慮した簡易的なフレーム解析の手法を

用いて，内巻き補強したトンネル覆工の耐荷力の算定を行った．

その結果，実物大の載荷試験結果をほぼ再現でき，汎用性のある

フレーム解析を使った手法により，繊維補強モルタルによって内

巻き補強したトンネル覆工の耐荷力を適切に算定できることを確認できた． 
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